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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千 ／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

○

○

用途・水量 金額

家事用 918円-銭 大きさ 金額
（1月につき） 事業用 1728円-銭 16ｍｍ以下 64円80銭

６～１０ 172円80銭 20・25ｍｍ 97円20銭

１１～１５ 194円40銭 30・40ｍｍ 194円40銭

１６～２０ 216円-銭 50ｍｍ以下 648円-銭

２１～３０ 270円-銭 75ｍｍ以下 1134円-銭

３１～４０ 291円60銭 100ｍｍ以上 管理者が定める額

４１～５０ 345円60銭
５１～１００ 367円20銭

１０１ 以上 399円60銭

１ 当たり 399円60銭

④ 組　織

内水道事業
部長 1人
上下水道課
課長 1人 事務職
経営管理係 4人 事務職 2人
料金係 6人 事務職 3人
上下水道施設課
課長 1人 技術職 1人
施設係 6人 技術職 3人

2人 事務職 1人 合計
業務係 3人 事務職 1人 11人

年齢構成 技術職 事務職
20代 0人 3人
30代 2人 0人
40代 0人 1人
50代 1人 1人
60代 1人 2人 合計

4人 7人 11人
※短時間再任用職員を除く。

計 画 給 水 人 口 65,200

現 在 給 水 人 口 平成29年度末　60,038法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

昭 和 43 年 4 月 1 日 （ 全 適 ）

料 金 改 定 年 月 日
（ 消 費 税 の み の 改 定 は 含 ま な い ）

16,577 ／日

平 成 22 年 10 月 1 日

平成29年度末現在（消費税含む。）

基本料金５ まで

超過料金（使用水量１
当たり）

臨時用

区　　分

別添１－２

太宰府市水道事業経営戦略

事業の現況

平成29年度末　 　約334 Ｋｍ

施 設 利 用 率 平成29年度末　約65.23

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

2

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

太宰府市

太宰府市水道事業

施 設 （ 給 水 ） 能 力

計 画 期 間 ：

浄水場内　　4池
高所配水池6池

～

管 路 延 長

水 源

3.344

供 用 開 始 年 月 日
昭 和 41 年 10 月 1 日 （ 一 部 ）
昭 和 42 年 4 月 1 日 （ 全 面 ）

メーター使用料

平成29年度末公営企業担当部局

料金体系の
概要・考え方

水道事業再計

用途別料金制を採用。別途メーター使用料を徴収する。

水道料金は、２月に１度検針を行い、その水量を２で除し、毎月請求する。

合計

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

0人

1人

2人

3人

20代 30代 40代 50代 60代

事務職

技術職



（２）

◇ H11年4月
◇ H14年4月
◇ H14年7月
◇ H22年10月
◇ H23年10月
◇ H23年12月
◇ H25年10月
◇ H29年度～

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

◇

◇

（２）

◇

（３）

◇

（４）

◇ 【管路の見通し】 ◇
渇水、災害等に対応するため、当面現行のまま維持する。

◇

（５）

◇ 上下水道部の人員 44人
※下水道事業を含む。 41人

32人
29人
26人
25人
23人

福岡都市圏水道の在り方検討WG会議に参加（アセット・水位関係図作成）

これまでの主な経営健全化の取組

浄水場業務民間委託拡大　監視システムによる監視

水道加入負担金減額による普及促進（3年間）

水道メーター検針及び点検業務民間委託
水道加入負担金減額による普及促進延長（H28年3月末まで）

料金収入の見通し

※　直近の経営比較分析表　別添のとおり

水需要の予測

施設の見通し

組織の見通し

給水人口の予測

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」
によると、本市の行政区域内人口は、2025年まで微増を続け、そ
の後減少に転じると予測される。

本市は、事業創設以来、慢性的な水不足問題を抱えており、一
定規模の開発団地や集合住宅に対して給水規制策を30年もの
長きに渡って行わざるを得ない状況にあった。このため、水道の
普及率が全国平均に比較し、10ポイント以上も低い状況にある。
大山ダム、五ケ山ダム等の完成により、水不足問題は解消され、
人口の微増と同様、給水人口の伸びも一定程度増加すると考え
る。

本市の料金収入は、平均給水量の傾向と同様と考える。現行料金は、福岡県内で高い方から22番目と中間的な位置にあり、改定については「太宰
府市水道料金等審議会」に諮問し決定する。

本市の一日平均給水量は、給水人口の伸びに合わせて、当面は微増傾向にあると予測する。また、本市は、事業用より一般家庭用収入が多く占め
ており、トイレ等の節水機器の普及などの影響で、減少傾向に転じる時期が早まる可能性もある。

大佐野浄水場 一部施設耐震化済

【浄水場の見通し】

松川浄水場　１系
松川浄水場　２系

平成30年～耐震化
平成11年耐震化済

管路の耐震化率は、毎年１
パーセント程度の伸びとなっ
ている。今後も同程度の伸び
が予測される。また、基幹管
路の複線化など計画的に実
施する。

【その他施設の見通し】
点在している高所配水池、受水槽等について、計画的に
統廃合を実施する。

浄水場業務一部民間委託

給水規制全面解除

コンビニ収納導入

平成3年4月1日
平成8年4月1日
平成11年4月1日
平成14年4月1日
平成15年4月1日
平成25年4月1日
平成30年4月1日

平成13年度までに浄水場の民間委託等を行うことで、職
員数は減少した。今後は、同程度で推移すると見込んで
いる。
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３．経営の基本方針

（1） 豊かで良質な水の供給

（2） いつでも安定した水の供給

（3） 健全経営の継続

（4） 環境にやさしい水道の構築

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２）

◇
◇

施設

※全体事業費を勘案しながら実施

2019年度～

優先順位による。
2022年度～

2036年度～

2016年度から実施済
2022年度～
2023年度～
2027年度～
優先順位による。

水城配水池（変更）
基幹管路

平成30年度耐震診断結果により実施

※全体事業費を勘案しながら実施

松川１系浄水場大規模改修

電気系統の更新

20.0億円

27.4億円
・五条～高雄地内配水管（新設）
・五条交差点（6次拡張）～市役所配水管（新設）
・新松川配水池配水管接続（新設）
・大佐野配水池～杉塚交差点配水管（布設替）

安全で安定した信頼される水道

本市の水道は計画給水人口12,000人を出発点とし、
昭和42年に給水を開始した。
以来、増加する人口に対応し6次にわたる拡張事業
を続け　58,300人を現在の計画値とし、さらに計画給
水人口65,200人を目標に事業を推進している。
そのため安全で良質な水を、そして渇水や災害のと
きにも安定して水が送り届けられるよう、水道のある
べき姿を上記のとおり設定している。

◇　新高所配水池で配水できない区域については、加圧ポンプを代替施設として整備する。
◇　配水系統の複合化によるバックアップ機能の強化や耐震化を図るため、基幹管路の整備、更新を行う。

◇　大規模な災害時に備え、指定避難所（２次避難所）等への給水を確保する。
◇　管路が担う役割に応じた整備の視点や経年変化、また漏水発生頻度を考慮し、老朽管の布設替を行う。

①　収支計画のうち投資についての説明

管路

事業規模 実施（予定）年度

架台補強のみ平成30年度（2018)
から実施済

◇整備方針
◇　災害発生時等を想定し、松川浄水場、大佐野浄水場の２か所の体制を当面維持する。
◇　浄水場更新費用試算において、新設事業費が多大となるため、施設の更新については長寿命化を基本とする。
◇　水需要の変化により、適宜体制についての再検討を行う。

目標

※第５次総合計画後期基本計画より

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

◇　松川地区に新高所配水池（地盤高+120m）を新設し、多数存在する小規模施設（配水池・ポンプ・受水槽）の整理統合を行う。

配水池・
受水槽等

浄水場

◇更新スケジュール
主　　な　　内　　容

配水池・
受水槽等

管路

浄水場

◇　軌道下の配水管については、管路事故等の発生時に早期の復旧が困難であるため、重要管路と位置づけ計画的に布設替を実施する。

投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

【第5次総合計画後期基本計画】
水は健康で快適な生活を営むうえで欠くことのできない重要な資源であることから、限りある水との共存を図りながら、安定供給を維持するとともに、効率的な
経営を行う。

老朽管布設替（軌道敷の布設替を含む。）

新松川配水池（新設）及び関連付帯工事
東ケ丘配水池関連施設（廃止）
松川配水池（廃止）
湯ノ谷加圧ポンプ（廃止）
東観世配水池関連施設（廃止）
醍醐配水池関連施設（廃止）
三条台配水池関連施設（廃止）
つつじヶ丘配水池（改修・変更）

【水道施設の整備と維持】
福岡地域広域的水道整備計画に基づき、受水体制の確立を図る。
計画的に浄水施設及び送配水施設の改良と更新を進める。

※平成23年策定太宰府市水道ビジョンより

水道の目的は「清浄にして豊富低廉な水の供給」にあり、本市では渇水に強い水
道を構築するため、安定水源を確保していく。また、安全な水を給水できるよう施
設整備を図ると共に、水質管理の強化に努める。

市民誰もがいつでも水道を利用できるよう、水道の普及促進に努める。また、老朽
化施設の事故により給水が停止しないよう、老朽化施設の更新を適切に実施して
いく。さらに、災害時における非常事態にも対処できるよう、危機管理対策を強化
していく。

水道事業は、水道料金を主たる収入源として運営していく。市民の満足度をあら
ゆる角度から高められるよう、今後さらにサービスの充実とともに運営基盤の強化
に努め、健全経営を継続していく。

水道事業も行政の一部門として率先して省エネルギーに努めていく必要があり、
エネルギー消費量の削減に努める。漏水等の無駄水は地球環境の面のみなら
ず、事業経営にも影響を与えるものであり、漏水防止対策を強化していく。



◇
◇

◇ 【料金収入】

◇ 【起債】

◇

◇

◇

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

◇

◇

◇ 【動力費】

◇

現在、生活基盤施設耐震化等交付金を用いて事業を実施している。今後についても、可能なかぎり活用しながら事業を推進する。

【繰入金】

②　収支計画のうち財源についての説明

2012年度（平成24年度）までに借入を行った企業債については、
2028年度までに完済予定となっている。企業債は極力発行しな
いよう努めているが、今後は、松川浄水場の耐震化（2020年度）
及び新配水池建設（2024年度～2026年度）等を実施するうえで、
通常の建設改良費を大きく上回る年度のみ必要最低限の企業
債を発行する予定である。

【国庫補助金】

動力費については、施設を統廃合することで、費用の削減に努める。

職員給与費については、現状のまま推移すると見込んでいる。
【職員給与費】

2018年（平成30年度）から安全対策事業出資金を用いて事業を実施している。平成31年1月29日付「平成31年度の公営企業等関係主要施策に関す
る留意事項」によれば、水道管路耐震化事業が平成35年度まで延長されたため、可能なかぎり活用しながら事業を推進する。

現在の収入を維持できるよう努める。

【債券運用】
2017年度から2018年度に3億円の債権運用を行った。今後も適宜運用の検討を行う。

【委託料】
委託料については、既に実施している民間委託以外についても検討を行う。

【修繕費】
修繕費については、優先順位に基づき計画的に推進する。

目標
【水道事業の健全経営】

水道の普及促進を図り、料金収入の確保に努める。
あらゆる経費の節減に取り組み、経営の安定化を図る。

※第５次総合計画後期基本計画より
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

そ の 他 の 取 組

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

更新については、中長期実施計画に基づき実施する。中長期実施計画は、基本的に５年ローリングでの見直しを行うこ
ととしており、経営戦略についても、併せて見直しを行う。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

広 域 化
隣接する施設の共同化については、今後も近隣自治体と協議する。
広域的な取り組みについては、福岡都市圏の水道のあり方検討ワーキンググループに参加し、広域化に関する検討を行っている。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

そ の 他 の 取 組

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

繰 入 金

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成29年度全国平均

※　平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　全体的な分析としてまとめると、現時点において
収支バランスはとれており経営は一見健全に見える
ものの、施設の老朽化に伴う更新にかかる財源の確
保や経費削減のため、施設の統廃合を含めて更新計
画を検討・策定し、適正な更新投資を行います。
今後の行政人口の推移は、平成37年度にピークを迎
え、その後減少していく予測となり、給水収益に影
響が生じてくる恐れがあること、また、今後の資産
管理において、その財源調達が大きな課題となって
おり、しかるべき時期には料金を引き上げざるを得
ない状況との見通しがあることなど、将来的な不安
要素も見えている状況にあることから、経営意識を
高め、適切な事業運営の推進に努めていく必要があ
ります。「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　類似団体平均値と比較して、管路更新率は低い状
況です。
本市の水道事業は、昭和38年度に事業を創設して以
来50年が経過し、施設の更新時期を迎えており、管
路経年化率が高くなってくることが見込まれます。
水道事業施設・管路整備計画をもとに、順次更新し
ていく予定です。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　経常収支比率は100％以上を維持しており、経営
状態は健全といえます。
　一方、本市は自己水源に恵まれないなどの地理的
条件等により費用が高くなる傾向があり、給水原価
が類似団体平均値よりも高くなっています。今後
も、受水費の減免期間終了に伴い、費用の増加が見
込まれ、給水原価が高くなる可能性があるため、さ
らなる経費削減に努める必要があります。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 88.79 83.75 3,898 60,038 15.64 3,838.75 【】

29.60 2,428.28 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 末端給水事業 A4 非設置 71,877

経営比較分析表（平成29年度決算）
福岡県　太宰府市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 0.41 0.56 0.55 0.38 0.17

平均値 0.83 0.72 0.71 0.71 0.75

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

125.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 103.28 120.00 117.54 122.37 121.80

平均値 107.80 111.96 112.69 113.16 112.15

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 44.80 46.01 47.46 48.66 49.79

平均値 39.65 45.25 46.27 46.88 46.94

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 3.39 3.10 5.11 7.44 8.73

平均値 9.71 10.71 10.93 13.39 14.48

①経常収支比率(％)

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 4.39 0.41 0.54 0.68 1.00

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 1,027.26 540.12 587.60 495.44 556.58

平均値 739.59 335.95 346.59 357.82 355.50

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 142.52 131.46 118.55 106.05 94.43

平均値 324.09 319.82 312.03 307.46 312.58

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 93.06 110.98 111.57 117.13 117.04

平均値 99.46 105.21 105.71 106.01 104.57

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 228.97 191.84 190.31 181.37 181.72

平均値 171.78 162.59 162.15 162.24 165.47

56.00

57.00

58.00

59.00

60.00

61.00

62.00

63.00

64.00

65.00

66.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 61.57 62.22 64.63 65.01 65.23

平均値 59.68 59.17 59.34 59.11 59.74

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 94.10 93.51 91.62 92.75 93.09

平均値 87.63 87.60 87.74 87.91 87.28

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【113.39】 【0.85】 【264.34】 【274.27】

【89.93】【60.41】【165.71】【104.36】

【48.12】 【15.89】 【0.69】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 1,129,585 1,132,201 1,148,588 1,143,434 1,159,200 1,163,817 1,168,415 1,176,189 1,177,630 1,182,265 1,185,215 1,191,326
(1) 1,103,366 1,112,405 1,127,772 1,122,618 1,138,384 1,143,001 1,147,599 1,155,373 1,156,814 1,161,449 1,164,399 1,170,510
(2) (B)
(3) 26,219 19,796 20,816 20,816 20,816 20,816 20,816 20,816 20,816 20,816 20,816 20,816

２． 231,694 224,373 201,460 198,352 191,675 189,722 181,148 175,343 172,388 167,384 162,503 158,295
(1) 440

440

(2) 170,402 163,343 157,997 155,392 150,658 150,560 143,748 139,616 138,251 134,758 131,312 128,467
(3) 60,852 61,030 43,463 42,960 41,017 39,162 37,400 35,727 34,137 32,626 31,191 29,828

(C) 1,361,279 1,356,574 1,350,048 1,341,786 1,350,875 1,353,539 1,349,563 1,351,532 1,350,018 1,349,649 1,347,718 1,349,621
１． 1,088,184 1,091,679 1,188,847 1,181,029 1,182,309 1,197,407 1,192,454 1,215,195 1,222,498 1,234,469 1,239,837 1,256,253
(1) 47,543 44,118 48,881 48,881 48,881 48,881 48,881 48,881 48,881 48,881 48,881 48,881

28,973 28,973 28,973 28,973 28,973 28,973 28,973 28,973 28,973 28,973 28,973 28,973
5,121 5,121 5,121 5,121 5,121 5,121 5,121 5,121 5,121 5,121 5,121 5,121

13,449 10,024 14,787 14,787 14,787 14,787 14,787 14,787 14,787 14,787 14,787 14,787
(2) 663,629 671,285 762,717 756,187 756,249 763,296 764,825 790,148 790,304 791,799 793,386 799,888

21,835 23,488 25,932 26,192 26,454 26,718 26,985 27,255 27,527 27,803 28,081 31,934
21,348 23,939 28,662 34,457 34,457 34,457 34,457 34,457 34,457 34,457 34,457 34,457

77 445 463 463 463 463 463 463 463 463 463 463
620,369 623,413 707,660 695,075 694,875 701,658 702,920 727,973 727,857 729,076 730,385 733,034

(3) 377,012 376,276 377,249 375,961 377,179 385,230 378,748 376,166 383,313 393,789 397,570 407,484
２． 24,247 22,123 20,360 17,795 15,377 14,851 12,395 9,971 7,837 9,027 10,439 12,078
(1) 23,988 21,728 19,618 17,053 14,635 14,109 11,653 9,229 7,095 8,285 9,697 11,336
(2) 259 395 742 742 742 742 742 742 742 742 742 742

(D) 1,112,431 1,113,802 1,209,207 1,198,824 1,197,686 1,212,258 1,204,849 1,225,166 1,230,335 1,243,496 1,250,276 1,268,331
(E) 248,849 242,772 140,841 142,962 153,189 141,281 144,714 126,366 119,683 106,153 97,442 81,290
(F)
(G) 70 74 185 185 185 185 185 185 185 185 185 185
(H) △ 70 △ 74 △ 185 △ 185 △ 185 △ 185 △ 185 △ 185 △ 185 △ 185 △ 185 △ 185

248,779 242,698 140,656 142,777 153,004 141,096 144,529 126,181 119,498 105,968 97,257 81,105
(I) 934,723 934,723 917,382 904,767 904,767 895,303 895,303 881,868 863,114 834,324 800,269 708,667
(J) 2,611,385 2,415,741 2,127,570 1,834,657 1,924,378 1,837,755 1,812,472 1,686,999 1,607,007 1,567,069 1,462,030 1,265,931

149,381 154,309 154,309 154,309 154,309 154,309 154,309 154,309 154,309 154,309 154,309 154,309
(K) 421,062 400,709 403,072 405,491 407,965 404,555 391,256 375,970 372,587 369,967 356,554 339,520

119,597 121,909 124,272 126,691 129,165 125,755 112,456 97,170 93,787 91,167 77,754 60,720

222,665 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 1,129,585 1,132,201 1,148,588 1,143,434 1,159,200 1,163,817 1,168,415 1,176,189 1,177,630 1,182,265 1,185,215 1,191,326

(N)

(O)

(P) 1,129,585 1,132,201 1,148,588 1,143,434 1,159,200 1,163,817 1,168,415 1,176,189 1,177,630 1,182,265 1,185,215 1,191,326

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益

2019年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 5983 83 80 79 78 77 77 75 73 71 68

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 200,000 300,000 300,000 300,000

２． 15,600 7,500 50,000 50,000 50,000 37,000

３．

４． 6,761 2,963 8,202 8,202 8,202 8,202 8,202 8,202 8,202 8,202 8,202 8,202

５．

６． 16,908 30,250 29,942 22,125 19,640 2,250 42,500 42,500 42,500 2,375

７．

８．

９．

(A) 6,761 19,871 54,052 45,644 280,327 77,842 58,202 47,452 350,702 350,702 350,702 10,577

(B)

(C) 6,761 19,871 54,052 45,644 280,327 77,842 58,202 47,452 350,702 350,702 350,702 10,577

１． 350,120 347,897 410,556 407,835 476,935 442,942 365,445 427,313 743,939 705,897 775,445 524,448

34,936 38,177 37,083 37,083 37,083 37,083 37,083 37,083 44,500 44,500 44,500 44,500

２． 117,337 119,597 121,909 124,272 126,691 129,165 125,755 139,475 97,170 93,787 91,167 77,754

３．

４．

５． 100,000 200,000 200,000

(D) 467,457 567,494 732,465 732,107 603,626 572,107 491,200 566,788 841,109 799,684 866,612 602,202

(E) 460,696 547,623 678,413 686,463 323,299 494,265 432,998 519,336 490,407 448,982 515,910 591,625

１． 437,544 524,711 472,373 579,252 292,425 465,010 405,087 490,825 446,391 416,193 481,175 477,240

２． 91,602

３．

４． 23,152 22,912 206,040 107,211 30,874 29,255 27,911 28,511 44,016 32,789 34,735 22,783

(F) 460,696 547,623 678,413 686,463 323,299 494,265 432,998 519,336 490,407 448,982 515,910 591,625

(G)

(H) 1,170,093 1,050,496 928,588 804,316 877,624 748,459 622,704 483,229 686,059 892,272 1,101,105 1,023,351

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

15,600 7,500 50,000 50,000 50,000 37,000

15,600 7,500 50,000 50,000 50,000 37,000

15,600 7,500 50,000 50,000 50,000 37,000

2027年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

計

そ の 他

2024年度 2025年度 2026年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

2026年度

資

本

的

収

支

補  財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

2027年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度2019年度本年度


